
多面的機能支払交付金に関する説明会次第

 
【日時】 令和７年６月１８日（水）１６時～

【場所】 福光中央会館５階大ホール

 

１．挨 拶

  

２．内 容

（１）多面的機能支払交付金制度の概要について

・【資料１】制度のあらましと変更点について

・【資料２】活動内容と地目について（参考：富山県基本指針）

・【資料３】みどりチェックについて

・【資料４】その他

南砺市ホームページ ID 検索「６０３６」のページに最新様式アップ

もしくは下記を読みこんでください。

（２）今後のスケジュール

・ 第 1回概算金支払日予定日 7月 25 日（請求書〆切 7月 8日）

・現地確認 6/16～7/28

・意向調査（郵送します）

・研修会について（予定）

①令和 7年 10 月 21 日 富山県多面的機能推進協議会研修会 テクノホール

②令和 7年 11 月４日 ワクワクとやまむらづくり推進大会 県民会館

②については市で大型バスを手配予定

（３）質疑応答
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３．活動の計画
 （１）農地維持支払 ★実施する月に○を記入してください。

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月

○

○

○

○ ○

○ ○

○

○ ○

○ ○

共
通

○ ○

16 異常気象時の対応

８ 水路の泥上げ

９ 水路附帯施設の保守管理

た
め
池

洪水、台風、地震等の発生後

13 ため池の草刈り

14 ため池の泥上げ

15 ため池附帯施設の保守管理

点検結果に応じて実施時期を決定

点検結果に応じて実施時期を決定

点検結果に応じて実施時期を決定

水
路

事務・組織運営等に関する研修･･･令和６年度に受講予定
機械の安全使用に関する研修 ･･･令和７年度に受講予定
（活動期間内に各１回以上受講）

２ 年度活動計画の策定

研修

点検結果に応じて実施時期を決定

３ 事務・組織運営等に関する研修、
  機械の安全使用に関する研修

農
用
地

地域資源の適切な保全管理のための推進活動

７ 水路の草刈り

毎年度の実施時期
活動項目

１ 点検

４ 遊休農地発生防止のための保全管理

５ 畦畔・法面・防風林の草刈り

点検結果に応じて実施時期を決定

点検・
計画策定

６ 鳥獣害防護柵等の保守管理

実
践
活
動

12 路面の維持

農
道

10 農道の草刈り

点検結果に応じて実施時期を決定

活動区分

11 農道側溝の泥上げ

■ 組織の設立

農地維持支払のうち地域資源の基礎的保全活動は、「点検・計画策定」と「研修」、
「実践活動」で構成されます。

これらの活動については、活動に該当する全ての項目を実施します。ただし、対象
となる施設が存在しない活動項目は除きます。

（１）農地維持支払

毎年度全ての活動項目を実施します。
（研修、異常気象時の対応を除きます）

農地維持支払交付金の交付を受けず
に資源向上活動に取り組む場合は、
「点検」、「年度活動計画の策定」、「実
践活動」、「研修」のうち活動の対象と
なる施設の項目について記入してくだ
さい。

（３）活動の計画

※実施する月に○を記入してください。

全ての対象組織で、活動期間内に１回
以上実施する必要があります。

「6 鳥獣害防護柵等の保守管理」「9 水路附帯施設の保守管理」
「15 ため池附帯施設の保守管理」等に係る対象施設がない場合
は“対象施設なし”あるいは“－”と記載

（P.24を参照）地域資源保全管理構想
の策定に向けて、「地域資源の適切な
保全管理のための推進活動」を毎年度
実施する必要があります。
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地域資源の適切な保全管理のための推進活動について、１）～４）を記入してください。

１）保全管理の目標を①～⑥から選んでください。（複数選択可）

○ ①中心経営体との役割分担による保全管理 ④集落間連携や広域的活動による保全管理

②集落営農組織を基礎とした地域ぐるみの保全管理 ○

③地域外の経営体との協力・役割分担による保全管理 ⑥その他

２）今後、地域で取り組んでいくべき保全管理の内容を①～⑤から1項目以上選んでください。

○ ①農地の利用集積に伴う管理作業 ④共同利用施設の保全管理

○ ②高齢農家の農用地に係る管理作業 ⑤その他

○ ③不在村地主等の遊休農地に係る管理作業

３）２）で選んだ内容に取り組むため、今後進めていく取組の方向性を①～⑦から1項目以上選んでください。

○ ①担い手の人材・機材の有効活用、連携強化 ○ ⑤不在村地主との連絡・調整体制の構築

○ ②入り作等の近隣の担い手との協力 ⑥集落間の連携や広域的な活動

○ ③地域住民、土地持ち非農家等を含めた体制づくり ⑦その他

④新たな保全管理の担い手の確保

○

22．有識者等による研修会、検討会の開催

○ 23．その他

17．入り作農家や土地持ち非農家を含む

　 　農業者の検討会の開催

20．集落外の住民・組織や地域住民との意見交換・

　　ワークショップ・交流会の開催

19．不在村地主との連絡体制の整備、調整等

18．農業者に対する意向調査、農業者による現地調査

⑤多様な地域資源管理の担い手による保全管理

21．地域住民等に対する意向調査、地域

　　住民等との集落内調査

４） ２）で選んだ内容に取り組むため、毎年実践する取組を17～23から1項目以上選んでください。

■ 組織の設立

担い手農家への農地集積の加速化や過疎化・高齢化等の農村地域の構造変化に対応し、農
用地、水路等の地域資源を適切に保全管理するための目標を定めます。（構造変化に対応し
た保全管理目標）

目標に基づき、地域ぐるみで取り組む保全管理の内容及びそれを推進していくための活動
を定めます。（地域資源の適切な保全管理のための推進活動）

それらの取組の適切な実施や確実な効果発現を図るため、活動の達成状況等を市町村によ
り点検・評価するとともに、活動の実施を通じて、活動期間中に「地域資源保全管理構想※」
をとりまとめる必要があります。

農業経営基盤強化促進法第19条第１項に定める地域計画において、別記１－４の第４の２
に定める地域資源保全管理構想に準ずる内容が含まれる場合は、地域資源保全管理構想を作
成したとみなすことができます。

地域資源の適切な保全活動のための推進活動について、様式中の各項
目についてあてはまるものを選択して「○」を記入します（複数選択可）

本推進活動については、農地維持支払交付
金の交付を受けて農地維持活動に取り組む
場合には必ず実施します。

「地域資源保全管理構想」とは、それぞれの地域で守ってき
た農用地や水路、農道等の地域資源を将来にわたってどのよう
に引き継いで行けば良いのかを地域で話し合い、今後の課題
や取り組むべき活動・方策について、活動期間中に構想として
とりまとめるものです。（P.58～65参照）

※地域資源保全管理構想とは

番号はP.66の活動項目番号表に示す一連の番号になってい
ます。

地域資源の適切な保全管理のための推進活動

P2



（２）資源向上支払（共同）
 １）施設の軽微な補修 ★実施する月に○を記入してください。

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月

○

○

○

○

○

○

○

○

２）農村環境保全活動              ★実施する月に○を記入してください。

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月

○

○

○

○

36 景観形成計画、生活環境保全計画の策
定

37 水田貯留機能増進計画、地下水かん養
活動計画の策定

42 水質モニタリングの実施・記録管理
（水質保全）

39 生物の生息状況の把握（生態系保
全）

実
践
活
動

34 生物多様性保全計画の策定

35 水質保全計画、農地保全計画の策定

毎年度の実施時期
活動項目活動区分

51 啓発・普及活動

実
践
活
動

29 機能診断・補修技術等に関する研
修

毎年度の実施時期

農
村
環
境
保
全
活
動

活動区分

農
村
環
境
保
全
活
動

25 水路の機能診断

26 農道の機能診断施
設
の
軽
微
な
補
修

28 年度活動計画の策定

38 資源循環計画の策定

30 農用地の軽微な補修等

31 水路の軽微な補修等 機能診断結果に応じて実施時期を決定

27 ため池の機能診断

機能診断結果に応じて実施時期を決定

32 農道の軽微な補修等

33 ため池の軽微な補修等

機能診断結果に応じて実施時期を決定

機能診断結果に応じて実施時期を決定

令和６年度に受講予定（活動期間内に１回以上受講）

活動項目

機
能
診
断
・

計
画
策
定

研修

計
画
策
定

啓発・普及

24 農用地の機能診断

■ 組織の設立

①地域資源の質的向上を図る共同活動

地域資源の質的向上を図る共同活動は、「１）施設の軽微な補修」、「２）農村環
境保全活動」、「３）多面的機能の増進を図る活動」の３つで構成されます。

・「１）施設の軽微な補修」の活動は、事業計画に位置づけた施設に該当するすべて
の項目を実施する必要があります。（点検や機能診断の結果、実施する必要性がな
い実践活動については、この限りでありません。）

・「２）農村環境保全活動」の活動は、都道府県が策定する要綱基本方針に定められ
たテーマについて１つ以上を選択し、テーマに該当する活動を毎年度１つ以上実施
します（P.68の活動項目番号表に５つのテーマが活動項目の内訳として示されて
います）。

・「３）多面的機能の増進を図る活動」への取組は任意とし、取り組まない場合の交
付単価は、基本単価に5/6を乗じた額になります。

（２）資源向上支払

毎年度、機能診断を実施して、その結果
に応じて必要な補修等を実施します。

１テーマ以上の取組を行うこととし、その実施時
期を「○」で示します。

選択したテーマに基づき行う実践活動について
はP.68の活動項目番号表からあてはまる「活動
項目番号」と「活動項目」を選択し記入します。
※エクセル様式ではプルダウンで取組を選択し
て入力します。

行が足りない場合は追加してください。

※実施する月に○を記入してください。

P3



３）多面的機能の増進を図る活動 （任意の取組） ★実施する月に○を記入してください。

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月

○

○

○

○

○

56．農村環境保全活動の幅広い展開　を選択した場合、以下の太枠内も記入してください。

○ 農村環境保全活動を１テーマ追加

59．都道府県、市町村が特に認める活動　を選択した場合、具体的な活動内容を記載してください。

60 広報活動・農的関係人口の拡大

多
面
的
機
能
の
増
進
を

図
る
活
動

高度な保全活動の活動項目農村環境保全活動のテーマ

56．を選択した場合に選択⇒ 「高度な保全活動の実施」

56 農村環境保全活動の幅広い展開

55 防災・減災力の強化

備考

↑「生態系保全」「水質保全」「景観形成・生活環

境保全」、「水田貯留機能増進・地下水かん養」

「資源循環」から選択

57 やすらぎ・福祉及び教育機能の活
用

活動区分

水田貯留・地下水かん養

52 遊休農地の有効活用

活動項目
毎年度の実施時期

※増進を図る活動を実施する場合は、活動項目を選択した上で、毎年度実施するとともに、広報活動を毎年度実施してくだ

さい。
　ただし、農業地域類型区分の「中間農業地域」または「山間農業地域」、地域振興立法８法地域においては広報活動は必
須ではありません。

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

km ○ ○

km ○ ○ ○

km ○ ○

箇所 ○ ○ ○

○ 一部直営施工

活動内容

内容

直営施工は実施しない全て直営施工

61　水路の補修

62　水路の更新等

（単位はkmか
箇所を選択）

0.03

0.24

1.54

3.00

水路○○ー○の老朽化部分の目地補
修を行う

土水路からコンクリート水路への更新水路

☆直営施工の実施方針について

活動項目

☆上記以外に農業の多面的機能の維持・発揮に必要な共同活動を実施する場合は、その活動内容を、この活動計画書に
記載してください。（別紙でも可。）（実施要領第１の２の（４）又は第２の２の（４）に基づく活動）

農道○○-○の路肩及び法面の補修

ゲートの更新を行う

63　農道の補修

66　ため池（附帯施設）
の更新等

農道

ため池

延べ数量

施設区分

水路

年度計画

（３）資源向上支払（長寿命化）
工事１件当たり200万円以上となることが明らかな場合は、様式第１－４号「長寿命化整備計画書」を作成し、

添付してください。なお、１つの取組を分けて実施する場合は、それぞれを１件として考えます。
※延べ数量の延長は小数点以下第２位まで記入してください。

■ 組織の設立

（３）施設の長寿命化のための活動

施設の長寿命化のための活動は、機能診断結果に基づき、地域で施設の状況等を勘
案した上で、必要な活動に計画的に取り組みます。

工事１件当たり200万円以上となることが明らかな場合、都道府県の要綱基本方針
に基づき、様式第１－４号「長寿命化整備計画書」を作成します。

※直営施工とは、活動組織が自ら施設の補修等を全て又は一部実施することです。
該当するものに「○」を記入します。

※　農地維持支払又は資源向上支払（共同）の交付金を活用して行う施設の長寿命化のための活動
について

活動計画書に定めた農地維持活動及び資源向上活動（共同）を適切に実施することを前提とし、
農地維持支払又は資源向上支払（共同）の交付金を活用して施設の長寿命化のための活動を実施す
ることができます。この場合、以下に留意してください。

・活動計画書に施設の長寿命化のための活動を位置付ける。

・費用の支出の有無に関わらず、実施した全ての活動について活動記録に記載する。

P.69の活動項目番号表からあてはま
る「活動項目番号」と「活動項目」を選
択し記入します。

「多面的機能の増進を図る活動」に取り組まない場合は、
資源向上支払（共同）の単価は基本単価の5/6になります。

P.15のⅠの（２）　「実施区域内の農用地、施設」の値の
内数です。数字は小数点以下２桁まで記入します。

実施予定年度に「○」を記入します。
この計画に基づき活動を実施します。

行が足りない場合は追加してください。

P.68の活動項目番号表からあてはまる「活動項目番号」と「活
動項目」を選択し記入します。
※エクセル様式ではプルダウンで活動項目を選択して入力しま
す。

※エクセル様式ではプルダウンで内容を
選択して入力します。

「56．農村環境保全の幅広い展開」を選
んだ場合は、様式の説明に従って必要な
内容を記入します。

行が足りない場合は追加してください。

※増進を図る活動を実施する場合は、取組内容を選択した上で、広報活動・
農的関係人口の拡大を毎年度実施してください。ただし、農業地域類型区分
の「中間農業地域」または、「山間農業地域」、地域振興立法８法地域に該当
する場合は、実施を必ずしも求めるものではありません。

2)
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（様式第１－４号）
【活動組織から市町村に提出するもの】

組織名︓

＜留意事項＞

（１） 施設の機能診断結果及び長寿命化対策の計画等  

番号 施設名
設置
年度

改修
年度

施設の概要
機能診断結果

（劣化状況等）
長寿命化対策の内容 数量 実施年度

工事１件あたり
の概算事業費

備考

1 ○○用水路 不明 -
土水路
幅○○mm

水路法面の崩壊や土砂の堆積に
より通水機能が喪失。清掃や泥
上げなどの日常管理が困難であ
る。

コンクリート水路として更新す
る。

0.10km 令和４年度 280万円

2 ○○用水路
昭和41

年
昭和60

年
コンクリート水路
幅○○mm

ひび割れや部分的な欠損、側壁
の倒壊があり、水路の一部区間
が破損している。

シーリング材等を塗布してひび
割れを被覆する。

0.02km 令和４年度 230万円

3 ○○揚水機
昭50年

代
-

ゲート
幅  ○○mm
高さ ○○mm

経年変化による戸当たり金物の
腐食及び水密ゴムの劣化がみら
れる。

補修材及び塗料を塗布。
水密ゴムを交換。

１箇所 令和５年度 210万円

※　改修年度欄には、施設の改修又は災害復旧等によって更新が行われた最近の年度を記入してください。

※　延長は小数点以下第２位まで、概算事業費は10万円単位で記入してください。

また、概算事業費の根拠となる資料（積算根拠や見積書）を整理してください。

○○地域資源保全会

長寿命化整備計画書

活動計画書の資源向上支払（長寿命化）において、工事１件あたり200万円以上となることが明らかな活動について、下記に記載してください。

なお、１つの活動を分けて実施する場合は、それぞれを１件として考え、１件ずつ記載してください。

○年○月○日
農林水産省様式

（２） 施設の位置図

　対象施設の位置図を添付し、長寿命化対策を行う施設について、活動内容、数量等を記載すること。

■ 組織の設立

延長はkm単位で小数点以下２桁まで記入します。

（２）資源向上支払（共同）の多面的機能の更なる増進に向けた活動への支援
適用条件の確認
多面的機能の増進を図る活動の活動項目数 ↓ 活動を継続中の組織のみ記入

地目

円    

円    

円    

※資源向上支払（共同）の交付単価の減額条件に該当する場合は、加算措置の

交付単価も同様に減額する。

合計 1,090a       円

草地 a 40 円

★ 多面的機能の更なる増進に向けた活動への支援の適用

条件

○活動を継続する活動組織又は広域活動組織

　本事業計画の活動項目数

　　　　　＞前年度又は変更前の活動項目数

○新規の活動組織又は広域活動組織

　本事業計画の活動項目数　２つ以上

田 900a 400       円

畑 190a 240      円

対象農用地面積 交付単価 年当たり交付金額

・これは加算措置の「多面的機能の増進に向けた活動へ
の支援」に取り組む場合の記入例です。取り組む加算措
置に応じて様式を記入して活動計画書に添付してください。
・加算措置に取り組まない場合は様式の提出は不要です。

加算措置の適用条件を確認して様式に必要事項を記
入してください。

工事１件当たり200万円以上の工事がある場合、
該当する工事については「長寿命化整備計画書」
の作成が必要です。
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■ 事業計画の認定

長寿命化にかかる工事１件の考え方と長寿命化整備計画書作成の必要性

・ イメージ図は、水路の補修工事の場合。あくまでイメージであり、必ずこれによるものではありません。

パターン①　異なる路線別に補修工事を一括で発注（450万円）

B.水路ひび割れ
補修工事
(110万円)

C.フリューム
交換

(190万円)

A.水路破損部
補修工事
(150万円)

パターン②　同一路線で連続していない箇所の補修工事を一括で発注（220万円）

B.水路ひび割れ補修工事
(110万円)

A.水路ひび割れ補修工事
(110万円)

パターン③　同一路線で水路の補修工事を年度ごとに分割して発注（760万円）

A.○○年度

フリューム交換
その１

(190万円)

B.○○年度

フリューム交換
その２

(190万円)

C.□□年度

フリューム交換
その３

(190万円)

D.□□年度

フリューム交換
その４

(190万円)

【工事１件の考え方】
A,B,Cそれぞれ工事１件
としてカウントする。

【長寿命化整備計画書
の作成】
A,B,Cとも作成不要。

【工事１件の考え方】
工事箇所の間隔が離れ
ていれば、別工事とする。
よってA,Bそれぞれ工事
１件としてカウントする。

【長寿命化整備計画書
の作成】
A,Bとも作成不要。

【工事１件の考え方】
A,B,C,D連続しているが、年度を分

けて発注する場合に限り、それぞ
れ工事１件としてカウントする。

【長寿命化整備計画書の作成】
上記の考え方から作成不要。

ただし、１件当たり２百万円以上の
工事を実施したい場合は、まずは
他事業による実施を検討すること

長寿命化整備計画書の作成が不要な場合

すべてのパターンにおいて、工事１件が200万円を超えておれば、

長寿命化整備計画書の作成が必要です。

※　原則200万円以上の工事は、他事業で実施すること　
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■ 活動の実施・記録

「分類」欄には、以下の区分から該当する費目を選択し記載してください。

支出費目

支出に当たっての留意点　①

番号 支出費目 内容

1 前年度持越 　前年度からの持越金

2 交付金
　農地維持支払交付金、資源向上支払交付金（共同）、資源向上支
払交付金（長寿命化）、他の活動組織からの融通額・返還額

3 利子等 　利子等、構成員による活動資金の立替金

4 日当 　活動参加者に対して支払った日当

5 購入・リース費
　資材（砕石、砂利、ｾﾒﾝﾄなど）の購入費、活動に必要な機械（草刈
り機など）の購入費、パソコンなどのリース費、車両、機械等の借り
上げ費、花の種、苗代など

6 外注費
　補修・更新等の工事等（調査、設計、測量、試験等を含む）に係る
建設業者等への外注費、事務の外注費など

7 その他支出
　技術指導等のために外部から招く専門家等への謝金、活動に係る
旅費、保険料、草刈り機の替刃、役員報酬、お茶代など

8 返還 　返還金、他の活動組織への融通額・返還額

○　日当

・　日当の単価は、以下に示すとおり、地域で一般的に適用されている類似作業の
労務単価等を参考にするなど、地域の実情を踏まえて決定し、毎年構成員全員に
周知してください。

　　・地域別最低賃金
　　・地方公共団体単価
　　　　⇒都道府県の非常勤職員単価
　　　　⇒市町村の非常勤職員単価
　　・地域別組織単価
　　　　⇒営農組合単価
　　　　⇒水利組合単価
　　　　⇒自治会単価
　　　　⇒土地改良区単価
　　　　⇒シルバー人材センター単価　等
　　・農作業単価
　　　　⇒市町村農業委員会の農作業標準料金　等
　　・公共労務単価
　　　　⇒公共工事設計労務単価　等
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○　購入・リース費

・　機械や事務機器の購入に当たっては、財産管理や目的外使用防止の徹底が必要であ
り、利用回数や期間、価格を踏まえ、リースやレンタルする場合の条件と比較して判
断する必要があります。

・　購入・リースした機械等を本交付金の目的以外の用途に使用した場合、購入・リー
スに要した経費を全額返還する必要があることから、適切な管理が求められます。

○　外注費

・　本交付金は、地域が共同で行う地域資源の保全管理活動等を支援するものですが、
活動の規模や技術面から見て活動組織で実施可能な範囲を超えていると判断される場
合に限り、作業委託等の外注により実施することが可能です。

・　外注を行う場合には、３者以上から見積りを徴収するなど効率的かつ透明性の高い
予算執行に努めてください。

○　その他

・　共同活動には草刈や泥上げといった危険を伴う作業が多いことから、保険への加入
を推奨します。

■ 活動の実施・記録

支出に当たっての留意点　②

[ 作業委託（外注）等の際に見積徴収を行っていない又は見積徴収先が３者未満 ]

・外注等（機械リース、機械の購入、事務委託、作業（工事）委託）の際に見積
徴収を実施していない。
・外注等の際の見積徴収について、３者以上に実施していない。

※上記に該当する場合、原則として3者以上から見積徴収を行うよう、今後対応を
改善する必要があります。

注意するべき不適切な実施例
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■ 活動の実施・記録

支出費目

交付金の支出対象とならない経費

番号 項目 具体例

１
農業者の営農活動に
かかる経費

・営農活動に必要なポンプの電気代など農業水利施設の運
転経費
・営農のための人件費、機械経費、資材等の購入費

２
多面的機能の発揮と関
連しない経費

・活動組織の活動と関連しない行事や農業と関連しない祭り
に関する費用
・接待費、慶弔費、酒類・つまみの購入費、慰労を目的とし
た旅費、自治会等の集会所の備品の購入費、神社への玉
串料や奉納品代等

３ 他団体への寄付
・他団体への寄付・助成
・他団体の経常的運営に必要な経費

４
他事業の地元負担へ
の充当

・他事業による施設整備・補修等の地元負担

５
管理者が決まっている
施設の維持管理に要す
る経費

・国、都道府県又は市町村が管理者となっている道路や河
川の維持管理の経費
※ただし、地域の慣行として施設管理者の了解のもと、農地
や水路等の施設などの地域資源の保全管理と一体的に維
持管理している施設については対象にすることができる場
合があるので、市町村に相談のこと

６
自ら実施する必要があ
るものに要する経費

・活動組織の設立前に必要な事業計画の策定に係る費用

※　活動計画に位置づけ、事業計画の認定を受けた活動に係る経費については交付の　
　    対象です。

[ 本交付金の活動以外又は活動のみに使途の限定が難しいものへの支出 ]
・本交付金の活動と関係性のない食料品、日用品、物品、日当等へ支出している。
・本交付金の活動以外にも使用している事務用品等へ支出している。

・認定農用地の区域外や河川・道路等管理者が別途存在し管理する土地での活動へ支出
している。
・活動組織設立以前の活動へ支出している。

※上記に該当する場合、交付金返還の対象となります。ただし、法令等に基づいて定め
られた管理者が管理する施設のうち、慣行として地域で管理すべき水路等の施設や農用
地と一体的に管理しているものについては、共同活動の対象とすることができる場合が
あります。

注意するべき不適切な実施例
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多面的機能支払交付金を活用した活動中の事故防止及び事故発生時の対応

１ 活動中の事故防止

「共同活動安全のしおり」（別添）を参考に、活動中の安全管理の徹底に努めること。

２ 事故発生時の対応

・ 多面的機能支払活動中に発生した事故（人身事故（熱中症を含む）・物損事故）に

ついては、活動組織から各市町村へ速やかに報告すること

・ 病院で診察を受けた事故、保険適用の事故、新聞報道があった事故は、事案の軽

重に関わらず報告すること

・ 市町村は、別添「報告様式」を活用し、速やかに報告すること

（報告ルート）

活動組織 ⇒ 市町村 ⇒ 各農林振興センター ⇒ 農村振興課

⇒ 北陸農政局 ⇒ 農林水産省

【事故の場合】

下記「事故第１報メール記載例」を参考に、メール＆電話で第一報の連絡を速やか

にすること

＜メール記載例＞

□ 富山県○○市 ○○活動組織

・作業内容 水路の草刈

・被災者 ○○歳男性 構成員

・被災日時 ○年○月○日 ○時

・事故状況 水路の草刈作業時、誤って側溝に転落し、右足靭帯を損傷

・保険の加入 有 報道関係 ○〇新聞 ○○放送 web ニュースの場合は URL

P1

南砺市農政課　TEL　0763-23-2016
           メール:habata.masahiro@city.nanto.lg.jp

資料4

mailto:habata.masahiro@city.nanto.lg.jp
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農村振興課

OKとなること→
（OKとならない場合はど
こかに不備（入力ミスや未

入力）があります）

設問
番号

枝番

1 1 市町村

2 1 組織名

3 1 多面取組開始年度 （農地水時代も含む） 年度

4 1
現計画期間
＜令和7年度時点＞

開始年度 年度

2 終了年度 年度

5 1 総会の年間回数 回/年

2
（総会より規模の小さい）
役員会等の打合せの年間回数

回/年

3
総会資料は欠席者に配布していますか
（メール共有も可）

はい ・ いいえ

6 1 事務局の体制 代表と会計事務は別の人ですか はい ・ いいえ

2 通帳と印鑑は担当を分けて管理していますか はい ・ いいえ

3 会計担当の人数 人

4
会計の作業や内容を、代表は把握していますか
（会計作業を代表がチェックしていますか）

はい ・ いいえ

5
会計事務に関して、事務の取扱手順を文書で明確化して
いますか。

はい ・ いいえ

6
会計担当等の役割、何をするかを文書にしていますか
（会計や事務のマニュアルや引継ぎ書類など）

はい ・ いいえ

7 会計の内部監査の仕組みがありますか はい ・ いいえ

8
構成員が支出内容を把握できる仕組みがありますか（総
会等での説明）

はい ・ いいえ

着色セルに
記入または選択してください

（全組織調査）不適切な事務・会計処理発生防止のための実態・意識調査
及び令和7年度試行取組への協力意向調査

総会の開催状況（直近１
年間を振り返り）
＜令和6年度＞

　本調査は、不適切事案が発生しやすいポイントを各組織で確認してもらうとともに、不適

切事案とならないように改善するべきところを市町村と共に確認することが目的です。

　そのため、本調査の回答が「いいえ」や「ない」であったからといって、不適切な行為に直

結するものではなく、またこの回答をもって罰則やペナルティが発生するものでもないた

め、実態を正直にご回答ください。対応が必要な場合は、

別途ご相談させていただきます。

　人口減少・高齢化の中で、対応が難しいとは承知しておりますが、改めて適正な交付金運

用、組織の体制を今一度振り返っていただきたいという趣旨となります。
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